
アエル株式会社の民事再生申立を受けての会長声明 

 平成２０年３月２４日、東京都中央区に本店を置く消費者金融会社のアエル

株式会社が東京地方裁判所に民事再生手続開始の申立を行い受理されました。  

 同社は平成１５年１１月に会社更生手続開始決定、平成１６年６月３０日に

更生計画認可決定を受けましたが、その後当初の更生計画案を変更して更生債

権についての追加免除を受けた上、平成１９年８月に更生手続きが終結したば

かりであります。負債総額は約２３１億４５９３万円、債権者数４１９９名と

のことでありますが、過払金返還請求額の金額・債権者数については、確定し

たもののみの数字でありまして今後増加することは明らかであり、過払金返還

債権者に与える影響は極めて大きいものであると言えます。  

 一方、平成１９年９月、東証一部上場の消費者金融業者株式会社クレディア

が民事再生手続開始決定の申立をし、再生計画案提出期限は平成２０年５月１

７日まで延期されているところであるが、その動向については現在も予断を許

さない状況にあります。  

 このように、クレディアの民事再生申立の方向性が定まらないまま、アエル

株式会社が同様の手続を選択したことにつき、当会としては、同社の今後の手

続の推移に関しても注視していく必要性を強く感じました。  

 そこで、多重債務被害救済に取り組んできた当会としては、今般のアエル株

式会社倒産の事実を重く捉え、現在同社と取引を継続している消費者が過払金

返還請求の行使の機会を逃さないとともに、さらなる多重債務被害に陥ること

のないよう、会をあげて取り組むこと、さらには、今後起こりうる消費者金融

会社の破綻に対しても迅速かつ適切な対応を取ることを宣言するとともに、改

めて、次のとおり、同社の民事再生手続が適切に行われることを強く求めるも

のである。 

記 

１．再生債務者アエル株式会社は、消費貸借取引を現に行っている顧客に対し

自発的に利息制限法引直額を告知し、民事再生手続に参加する機会を確保する

こと。  

２．再生債務者アエル株式会社は、再生手続開始決定前１０年以内に取引を終

了した消費貸借取引の顧客に対しても過払額を告知し、民事再生手続に参加す

る機会を確保すること。  

 ３．再生債務者アエル株式会社は、少額の再生債権につき弁済許可の申立をす

る等、消費者の過払債権が早期に支払われるよう適切な措置を講ずること。  
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